
第99回定時株主総会招集ご通知に際しての
電子提供措置事項

連結計算書類の連結注記表
計算書類の個別注記表

(2024年４月１日から2025年３月31日まで)

ダイジェット工業株式会社

上記の事項につきましては、法令および当社定款第17条に基づき、書面交付請求を
いただいた株主様に対して交付する書面（電子提供措置事項記載書面）への記載を
省略しております。
なお、本株主総会におきましては、書面交付請求の有無にかかわらず、株主の皆様
に電子提供措置事項から上記事項を除いたものを記載した書面を一律でお送りいた
します。



連結注記表
【連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等】
１．連結の範囲に関する事項

連結子会社の数 ２社
連結子会社の名称
ＤＩＪＥＴ ＩＮＣ．
ＤＩＪＥＴ ＧｍｂＨ

２．持分法の適用に関する事項
（1）持分法を適用した関連会社の数 １社

持分法適用会社の名称
黛杰漢金(滄州)精密模具有限公司

（2）持分法の適用に関する事項
決算日が連結決算日と異なる会社について、当該会社の事業年度に係る計算
書類を使用しております。

３．会計方針に関する事項
（1）重要な資産の評価基準および評価方法
① 有価証券の評価基準および評価方法
・その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの
決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入
法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）によります。

市場価格のない株式等
移動平均法による原価法によります。

② 棚卸資産の評価基準および評価方法
・商品及び製品、仕掛品、原材料及び貯蔵品

…………………主として先入先出法による原価法（収益性の低下
による簿価切下げの方法）によります。

（2）重要な減価償却資産の減価償却の方法
① 有 形 固 定 資 産
・リース資産以外の有形固定資産

…………………主として定率法（ただし、1998年４月１日以降に
取得した建物（建物附属設備を除く）ならびに
2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び
構築物については定額法）によります。なお、主
な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物 10〜65年
機械装置及び運搬具 ２〜12年
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・リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

…………………リース期間を耐用年数とし、残存価額を零または
残価保証額として算定する定額法によっておりま
す。

② 無 形 固 定 資 産……定額法によります。なお、償却年数については法
人税法に規定する方法によっております。

（3）重要な引当金の計上基準
① 貸 倒 引 当 金……期末現在有する債権の貸倒れによる損失に備え、

一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念
債権等特定の債権については個別に回収可能性を
検討し、回収不能見込額を計上しております。

② 賞 与 引 当 金……従業員の賞与の支給に備え、支給見込額のうち当
連結会計年度の負担額を計上しております。

（4）その他連結計算書類作成のための重要な事項
① 退職給付に係る会計処理の方法
・退職給付見込額の期間帰属方法

………………………退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を
当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法に
ついては、給付算定式基準によっております。

・数理計算上の差異および過去勤務費用の費用処理方法
………………………過去勤務費用については、その発生時の連結会計

年度に費用処理しております。
数理計算上の差異については、各連結会計年度の
発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定年
数(10年)による定額法により按分した額をそれぞ
れ発生の翌連結会計年度より費用処理しておりま
す。

② 収益および費用の計上基準
………………………当社および連結子会社では超硬合金および超硬工

具の製造販売を行っており、製品の販売について
は主として顧客に製品を引き渡した時点で収益を
認識しております。
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【会計方針の変更に関する注記】
「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用
「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号

2022年10月28日。以下「2022年改正会計基準」という。）等を当連結会計年
度の期首から適用しております。
法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正につい

ては、2022年改正会計基準第20−３項ただし書きに定める経過的な取扱い及
び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号
2022年10月28日。以下「2022年改正適用指針」という。）第65−２項(2)た
だし書きに定める経過的な取扱いに従っております。これによる連結計算書類
に与える影響はありません。
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【会計上の見積りに関する注記】
連結計算書類の作成にあたって用いた会計上の見積りおよび仮定のうち、重要
なものは以下のとおりであります。
(繰延税金資産の回収可能性)
（1）当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

繰延税金資産(純額) 13,171千円
（繰延税金負債と相殺前の金額 95,126千円)

（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
① 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出方法

当社グループは、「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業
会計基準適用指針第26号）に定める会社分類に基づき、当連結会計年度に
おける将来減算一時差異に対して、将来の税金負担額を軽減できる範囲内
で計上しております。

② 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算定に用いた主要な仮
定
繰延税金資産の回収可能性の判断に用いられる当社グループの課税所得

の見積りについては、取締役会で承認された事業計画を基礎とし、一定の
リスクを反映した上で行っております。事業計画における主要な仮定とし
て、売上については、過去の実績数値を基に現在の受注残高や経済環境に
よる増減、顧客ニーズに基づく新製品の需要予測などを加味しております。
製造原価についても、過去の実績数値を基に臨時的に発生した要因を取り
除くとともに、原価改善活動の影響などを反映した原価率の見積りを行っ
ております。

③ 翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響
繰延税金資産の回収可能性の判断に用いられる将来の課税所得の見積り

は、経済環境等や原材料市場の動向等の不確実性を伴うものであり、その
見積りの主要な仮定に変更が生じた場合、翌連結会計年度の連結計算書類
において、繰延税金資産の金額に重要な影響を及ぼす可能性があります。
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【連結貸借対照表に関する注記】
１．担保に供している資産および対応する債務

工場財団組成物件の額（帳簿価額）
建物及び構築物 13,908千円
機械装置及び運搬具 0千円
土地 256,654千円
その他 0千円

計 270,563千円
担保に供している資産の額（帳簿価額）

工場財団 270,563千円
建物及び構築物 269,730千円
土地 397,809千円
投資有価証券 881,420千円

計 1,819,524千円
上記に対応する債務の額

短期借入金 1,018,955千円
長期借入金 2,107,412千円

計 3,126,367千円

２．有形固定資産の減価償却累計額 16,070,545千円
３．コミットメントライン契約

当社は、運転資金等の効率的かつ機動的な調達を行うことを目的として、取引
銀行7行とシンジケーション方式によるコミットメントライン契約を締結してお
ります。この契約に基づく当連結会計年度末の借入未実行残高は次のとおりで
す。

借入極度総額 2,000,000千円
借入実行残高 ー千円
差引借入未実行残高 2,000,000千円
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【連結損益計算書に関する注記】
通常の販売目的で保有する棚卸資産の収益性の低下による簿価切下げ額

売上原価 261,733千円

【連結株主資本等変動計算書に関する注記】
１．当連結会計年度末日における発行済株式数

普通株式 2,992,999株
２．剰余金の配当に関する事項

① 当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項
普通株式の配当に関する事項

配当金の総額 74,293千円
配当の原資 利益剰余金
１株当たり配当額 25円
基準日 2024年３月31日
効力発生日 2024年６月27日

② 当連結会計年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項
2025年６月26日開催の第99回定時株主総会において次のとおり付議いた
します。

配当金の総額 74,290千円
配当の原資 利益剰余金
１株当たり配当額 25円
基準日 2025年３月31日
効力発生日 2025年６月27日
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【金融商品に関する注記】
１．金融商品の状況に関する事項
（1）金融商品に対する取組方針

当社グループは、主に超硬工具の製造販売事業を行うための設備投資計画に
照らして必要な資金を調達（主に銀行借入）しております。一時的な余資は
安全性の高い金融資産で運用し、また、短期的な運転資金を銀行借入により
調達しております。デリバティブは、後述するリスクを回避するために利用
しており、投機的な取引は行わない方針であります。

（2）金融商品の内容およびそのリスク
営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されておりま
す。また、輸出販売により生じている外貨建ての営業債権は、為替の変動リ
スクに晒されております。投資有価証券は、主に取引先企業等との業務等に
関連する株式であり、市場価格の変動リスクに晒されております。
営業債務である支払手形及び買掛金は、１年以内の支払期日であります。ま
た、その一部には、原料等の輸入に伴う外貨建てのものがあり、為替の変動
リスクに晒されていますが、恒常的に外貨建ての売掛金残高の範囲内にあり
ます。借入金は、主に設備投資に必要な資金の調達を目的としたものであり、
償還日は決算日後、最長で５年後であります。

（3）金融商品に係るリスク管理体制
① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

当社グループは与信管理規定に従い、営業債権について営業部門が主要な
取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日および残高
を確認するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽
減を図っております。

② 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理
当社グループは、借入金に係る支払金利の変動リスクを抑制するために、
金利スワップ取引を利用しております。投資有価証券については、定期的
に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握しております。

③ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリス
ク）の管理
当社グループは、各部署からの報告に基づき経理部門が適時に資金繰り計
画を作成・更新することにより流動性リスクを管理しております。
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（4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合に
は合理的に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては
変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、
当該価額が変動することもあります。

２．金融商品の時価等に関する事項
2025年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額に
ついては、次のとおりであります。なお、市場価格のない株式等は、次表には
含めておりません（（注２）を参照ください）。「現金及び預金」、「受取手形及び
売掛金」、「支払手形及び買掛金」、「電子記録債務」ならびに「短期借入金」は
短期間で決済されるため、時価は帳簿価格にほぼ等しいことから記載を省略し
ております。
区 分 連結貸借対照表計上額 時 価 差 額

（1）投資有価証券
その他有価証券 1,608,786千円 1,608,786千円 ー千円

資産計 1,608,786千円 1,608,786千円 ー千円
（1）長期借入金(１年以内

返済予定長期借入金
を含む)

※ 4,308,093千円 4,286,234千円 △21,859千円

（2）リース債務(１年以内
返済予定リース債務
を含む)

※ 1,439,063千円 1,364,636千円 △74,427千円

負債計 5,747,156千円 5,650,870千円 △96,286千円

※１年以内返済予定長期借入金の額は1,523,907千円、１年以内返済予定リース債
務の額は432,823千円であります。

（注１）時価の算定に用いた評価技法およびインプットの説明
金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性および重要性

に応じて、以下の３つのレベルに分類しております。
レベル１の時価：同一の資産または負債の活発な市場における(無調整の)相場

価格により算定した時価
レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接または間接的に観察可能な

インプットを用いて算定した時価
レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価
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時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、そ
れらのインプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位
が最も低いレベルに時価を分類しております。

投資有価証券
上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引

されているため、その時価をレベル１の時価に分類しております。

長期借入金
長期借入金の時価については、元利金の合計額を新規に同様の借入を行った場

合に想定される利率で割り引いて算定しており、レベル２の時価に分類しており
ます。変動金利による長期借入金は金利スワップの特例処理の対象とされており、
当該金利スワップと一体として処理された元利金の合計額を、同様の借入を行っ
た場合に適用される合理的に見積もられる利率で割り引いて算定する方法によっ
ております。

リース債務
リース債務の時価については、元利金の合計額を、新規に同様のリース取引を

行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定しており、レベル
２の時価に分類しております。

（注２）市場価格のない株式等
区 分 連結貸借対照表計上額

非上場株式 23,851千円
関係会社出資金 411,672千円

上記については「投資有価証券」には含めておりません。
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【賃貸等不動産に関する注記】
１．賃貸等不動産の状況に関する事項

当社グループは奈良県に遊休不動産を有しております。2025年３月期における
当該賃貸等不動産に関する賃貸損益はありません。

２．賃貸等不動産の時価に関する事項
賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額および当連結会計年度における主な変動
ならびに当連結会計年度末日における時価および当該時価の算定方法は以下の
とおりであります。

連結貸借対照表計上額 当連結会計年度末日
における時価当連結会計年度期首残高 当連結会計年度増減額 当連結会計年度末残高

14,400千円 ー千円 14,400千円 12,557千円
（注）１．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。なお、

減損損失は減損処理前の取得原価から直接控除しております。
２．時価の算定方法

路線価あるいは固定資産税評価額を基礎として評価しております。

【収益認識に関する注記】
１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

金額(千円)
焼肌チップ
切削工具
耐摩耗工具
その他

556,075
7,269,025
922,362
45,651

顧客との契約から生じる収益 8,793,113
その他の収益 ー
外部顧客への売上高 8,793,113

２．収益を理解するための基礎となる情報
当社および連結子会社では、超硬合金および超硬工具の製造販売を行っており
ます。製品の販売に際しては、顧客との取引契約に基づきリベートや割引を付
していることから、変動対価が含まれます。変動対価の見積額は契約条件や過
去の実績に基づく最頻値法により算定しており、製品の販売から生じる収益は
当該見積額を控除して算出しております。

３．当期および翌期以降の収益の金額を理解するための情報
当社グループにおいては契約資産および契約負債を計上していないため、該当
事項はありません。

【１株当たり情報に関する注記】
１株当たり純資産額 2,671円63銭
１株当たり当期純利益 69円13銭
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個別注記表
【重要な会計方針に係る事項に関する注記】
１．資産の評価基準および評価方法
（1）有価証券の評価基準および評価方法
①子会社株式 ……………… 移動平均法による原価法によります。
②その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの
………………決算期末日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部純資産直入法によ
り処理し、売却原価は移動平均法によ
り算定）によります。

市場価格のない株式等
………………移動平均法による原価法によります。

（2）棚卸資産の評価基準および評価方法
商品及び製品、仕掛品、原材料及び貯蔵品

…………………主として先入先出法による原価法（収益性の低下
による簿価切下げの方法）によります。

２．固定資産の減価償却の方法
（1）有 形 固 定 資 産

①リース資産以外の有形固定資産
…………………定率法（ただし、1998年４月１日以降に取得した

建物（建物附属設備を除く）ならびに2016年４月
１日以降に取得した建物附属設備及び構築物につ
いては定額法）によります。なお、主な耐用年数
は以下のとおりであります。

建物 10〜65年
機械及び装置 ２〜12年

②リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

…………………リース期間を耐用年数とし、残存価額を零または
残価保証額として算定する定額法によっておりま
す。

（2）無 形 固 定 資 産………定額法によります。なお、償却年数については法
人税法に規定する方法によっております。
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３．引当金の計上基準
（1）貸 倒 引 当 金………期末現在有する債権の貸倒れによる損失に備え、

一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念
債権等特定の債権については個別に回収可能性を
検討し、回収不能見込額を計上しております。

（2）賞 与 引 当 金………従業員の賞与の支給に備え、支給見込額のうち当
事業年度の負担額を計上しております。

（3）退 職 給 付 引 当 金………従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末に
おける退職給付債務および年金資産の見込額に基
づき、当事業年度末において発生していると認め
られる額を計上しております。退職給付債務の算
定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末まで
の期間に帰属させる方法については、給付算定式
基準によっております。過去勤務費用については、
その発生時の事業年度に費用処理しております。
数理計算上の差異については、各事業年度の発生
時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定年数
（10年）による定額法により按分した額をそれぞ
れ発生の翌事業年度より費用処理しております。

４．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
（1）退職給付に係る会計処理………退職給付に係る未認識数理計算上の差異の会計処

理の方法は、連結計算書類における会計処理の方
法と異なっております。

（2）収益および費用の計上基準………当社は超硬合金および超硬工具の製造販売を行っ
ており、製品の販売については主として顧客に製
品を引き渡した時点で収益を認識しております。

【会計上の見積りに関する注記】
計算書類の作成にあたって用いた会計上の見積りおよび仮定のうち、重要なも
のは以下のとおりであります。
(繰延税金資産の回収可能性)
（1）当事業年度の計算書類に計上した金額

繰延税金資産(純額) ー千円
（繰延税金負債と相殺前の金額 81,954千円)

（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
連結注記表に記載した内容と同一であるため記載を省略しております。
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【貸借対照表に関する注記】
１．担保に供している資産および対応する債務

工場財団組成物件の額（帳簿価額）
建物 13,908千円
構築物 0千円
機械及び装置 0千円
工具、器具及び備品 0千円
土地 256,654千円

計 270,563千円
担保に供している資産の額（帳簿価額）

工場財団 270,563千円
建物 269,730千円
土地 397,809千円
投資有価証券 881,420千円

計 1,819,524千円
上記に対応する債務の額

一年以内返済予定長期借入金 1,018,955千円
長期借入金 2,107,412千円

計 3,126,367千円

２．有形固定資産の減価償却累計額 16,026,059千円
３．関係会社に対する金銭債権・債務

金銭債権
売掛金 354,441千円
未収入金 252千円

金銭債務
買掛金 4,117千円

４．コミットメントライン契約
当社は、運転資金等の効率的かつ機動的な調達を行うことを目的として、取引
銀行7行とシンジケーション方式によるコミットメントライン契約を締結してお
ります。この契約に基づく当事業年度末の借入未実行残高は次のとおりです。

借入極度総額 2,000,000千円
借入実行残高 ー千円
差引借入未実行残高 2,000,000千円
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【損益計算書に関する注記】
１．通常の販売目的で保有する棚卸資産の収益性の低下による簿価切下げ額

売上原価 261,733千円
２．関係会社との取引

営業取引
売上高 1,859,404千円
仕入高 47,332千円

【株主資本等変動計算書に関する注記】
当事業年度末における自己株式数

普通株式 21,382株
【税効果会計に関する注記】
１. 繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因

繰延税金資産
製品評価損 141,460千円
減損損失 28,197千円
一括償却資産 16,111千円
長期未払金 16,786千円
退職給付引当金 162,105千円
賞与引当金 60,575千円
貸倒引当金 10,838千円
税務上の繰越欠損金 318,025千円
その他 97,940千円
繰延税金資産小計 852,039千円
評価性引当額 △770,085千円
繰延税金資産合計 81,954千円

繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 △269,462千円
繰延税金負債合計 △269,462千円

繰延税金負債(△)の純額 △187,508千円
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２．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正
「所得税法等の一部を改正する法律」が2025年3月31日に公布されたことに伴
い、2026年4月1日以後に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異
等に係る繰延税金資産及び繰延税金負債については、法定実効税率を30.58％
から31.47％に変更し計算しております。なお、この税率変更により、繰延税
金負債が7,620千円増加し、その他有価証券評価差額金が7,620千円減少して
おります。

【関連当事者との取引に関する注記】
子会社

名称
議決権等
の所有(被
所有)割合

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額

(千円) 科目 期末残高
(千円)

ＤＩＪＥＴ
ＧｍｂＨ

所有
直接 100%
間接 0%
被所有
直接 0%
間接 0%

当社製品の販売 当社製品の販売
(注)1,2 1,125,195 売掛金 335,184

ＤＩＪＥＴ
ＩＮＣ．

所有
直接 100%
間接 0%
被所有
直接 0%
間接 0%

当社製品の販売等
役員の兼任

当社製品の販売
(注)1,2 693,189 売掛金 8,540

取引条件および取引条件の決定方針
（注）１．一般的な取引条件を勘案して合理的に決定しております。

２．取引金額には消費税等は含まれておりません。

【収益認識に関する注記】
収益を認識するための基礎となる情報
連結注記表に記載した内容と同一であるため記載を省略しております。

【１株当たり情報に関する注記】
１株当たり純資産額 2,270円67銭
１株当たり当期純利益 46円90銭
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